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※季節変動を取り除いた2年程度
の平均濃度値

GOSAT観測イメージ図
©JAXA

400.2 ppm
（平成27年12⽉）

いぶき（GOSAT）で観測した全球⼤気平均CO2濃度いぶき（GOSAT）で観測した全球⼤気平均CO2濃度

(ppm)
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気候変動の観測事実（気温）【日本】

 年による変動は大きいものの、長期的に上昇傾向（100年あたり1.16℃）。

出典：気象庁、気候変動監視レポート2015
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The Spiral of Earth‘s Temperature Change
地球の気温変化の

スパイラル

（作成）

独ポツダム

気候変動研究所



図： 洪水被害の事例
（写真提供：国土交通省中部地方整備局）

図 サンゴの白化（写真提供：環境省）

農山村の過疎化や狩猟人口の減少等に加え、
積雪の減少も一因と考えられる。

農林産物や高山植物等の食害が発生

我が国において既に起こりつつある気候変動の影響

熱中症・
感染症

異常気象・災害

2013年夏、 20都市・地区計で15,189人の熱中
症患者が救急車で病院に運ばれた。
（国立環境研究所 熱中症患者速報より）

日降水量200ミリ以上の大雨の発生日数が増加傾向

（写真提供：中静透）

米・果樹

・水稲の登熟期（出穂・開花から収穫までの期間）の
日平均気温が２７℃を上回ると玄米の全部又は一部
が乳白化したり、粒が細くなる「白未熟粒」が多発。

・特に、登熟期の平均気温が上昇傾向にある九州地方
等で深刻化。

成熟後の高温・多雨により、果皮と果肉が
分離する。（品質・貯蔵性の低下）

図： 水稲の白未熟粒（写真提供：農林水産省）

図： みかんの浮皮症
（写真提供：農林水産省）

米が白濁するなど品
質の低下が頻発。

図 ヒトスジシマカ
（写真提供：国立感染症研究所

昆虫医科学部）

生態系

サンゴの白化・ニホンジカの生息域拡大

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカ

の分布北上

（出典：気候変動監視レポート2013(気象庁)）
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(℃)

厳しい温暖化対策を
とらなかった場合
（RCP8.5）、
2.6〜4.8℃上昇

厳しい温暖化対策をとった場合（RCP2.6）、
0.3〜1.7℃上昇

（年）

１℃上昇：極端現象（熱
波、極端な降水、沿岸域
の氾濫等）によるリスク
が高くなる。

２℃上昇：北極海氷やサ
ンゴ礁が非常に高いリス
クにさらされる。

３℃上昇：大規模かつ不
可逆的な氷床の消失に
よる海面上昇等のリスク
が高くなる。

1986年～2005年平均気温からの気温上昇
（産業革命前と比較する際は0.61℃を加える。）

（AR5 WG2）（IPCC AR5 SYR Fig.6 編集） ＊他節の内容も含む

将来の気候変動 （世界）将来の気候変動 （世界）
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出典：環境省・気象庁パンフレット「21世紀末における⽇本の気候―不確実性評価を含む予測計算」

我が国における気候変動の将来予測（例）
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厳しい温暖化対策をとった場合

（ＲＣＰ２．６）

温室効果ガスの排出量が
非常に多い場合

（ＲＣＰ８．５）

年平均気温
平均 １．１℃ 上昇

（０．５～１．７℃）
平均 ４．４℃ 上昇

（３．４～５．４℃）

真夏日の日数
約 １０日 増加

（全国平均・年積算）
約 ５０日 増加

（全国平均・年積算）

大雨による降水量
約 １０％ 増加

（全国平均・年平均）
約 ２５％ 増加

（全国平均・年平均）

無降水日数 減少するケースもある
約 １０日 増加

（全国平均・年積算）



※国土数値情報をもとに国土交通省で作成。
※3次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下回るもの

を図示。面積、人口の集計は3次メッシュデータにより
行っている。

※河川・湖沼等の水面の面積については含まない。
※温室効果ガスの排出量が非常に多い場合（RCP8.5）

593

879

海面上昇後

1.4404人口（万人）

1.6577面積（ k㎡ ）

倍率現状

約440

約780

海面上昇後

約310

約500面積（ ）

倍率現状
高潮による水害リスクを
有するエリアが拡大する

 気候変動に伴い、台風の強大化、海面水位の上昇が懸念されている。

 高潮、波浪の外力が増大するとともに、堤防高が相対的に低くなる。

 仮に海面水位が80cm上昇すると、三大湾のゼロメートル地帯が拡大（面積が約６割、人口が約４割増加）す
るなど、高潮災害のリスクが増大する。

伊勢湾大阪湾 東京湾

千葉県

■朔望平均満潮位+0.8m以下
■朔望平均満潮位以下

東京都

神奈川県

愛知県
三重県

大阪府

兵庫県

予測される気候変動の影響 高波・高潮リスクの増加
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気候変動の影響への適応とは気候変動の影響への適応とは

○緩和とは： 地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出抑制等

○適応とは： 既に起こりつつある、あるいは起こりうる

気候変動の影響に対して、自然や社会のあり方を調整
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● ＣＯＰ21（11月30日～12月13日、於：フランス・パリ）に

おいて、 「パリ協定」（Paris Agreement）が採択。

 「京都議定書」に代わる、2020年以降の温室効果ガス

排出削減等のための新たな国際枠組み。

 歴史上はじめて、すべての国が参加する公平な合意。

●安倍総理が首脳会合に出席。

 2020年に現状の1.3倍の約1.3兆円の資金支援を発表。

 2020年に1000億ドルという目標の達成に貢献し、合意に向けた交渉を後押し。

ＣＯＰ２１におけるパリ協定の採択

●パリ協定には、以下の要素が盛り込まれた。
 世界共通の⻑期⽬標として2℃⽬標の設定。1.5℃に抑える努⼒を追求することに⾔及。
 主要排出国を含むすべての国が削減⽬標を5年ごとに提出・更新。
 すべての国が共通かつ柔軟な⽅法で実施状況を報告し、レビューを受けること。
 適応の⻑期⽬標の設定、各国の適応計画プロセスや⾏動の実施、適応報告書の提出と定期的更新。
 イノベーションの重要性の位置付け。
 5年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み（グローバル・ストックテイク）。
 先進国が資⾦の提供を継続するだけでなく、途上国も⾃主的に資⾦を提供。
 我が国提案の⼆国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活⽤を位置付け。
 発効要件に国数及び排出量を⽤いること。

●パリ協定には、以下の要素が盛り込まれた。
 世界共通の⻑期⽬標として2℃⽬標の設定。1.5℃に抑える努⼒を追求することに⾔及。
 主要排出国を含むすべての国が削減⽬標を5年ごとに提出・更新。
 すべての国が共通かつ柔軟な⽅法で実施状況を報告し、レビューを受けること。
 適応の⻑期⽬標の設定、各国の適応計画プロセスや⾏動の実施、適応報告書の提出と定期的更新。
 イノベーションの重要性の位置付け。
 5年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み（グローバル・ストックテイク）。
 先進国が資⾦の提供を継続するだけでなく、途上国も⾃主的に資⾦を提供。
 我が国提案の⼆国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活⽤を位置付け。
 発効要件に国数及び排出量を⽤いること。
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ＣＯＰ２１※に向けた我が国の貢献となるよう、政府の適応計画を策定
（11月27日 閣議決定）

気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡会議において、

政府の「気候変動の影響への適応計画（案）」を取りまとめ（平成27年10月23日）

政府の適応計画策定までの経緯

中央環境審議会地球環境部会に「気候変動影響評価等小委員会」を設置（平成25年7月）

⇒気候変動の影響及びリスク評価と今後の課題を整理し、意見具申を取りまとめ
（平成27年3月）

「気候変動の影響への適応に関する関係府省庁連絡会議（局長級）」を設置
（平成27年9月11日）

平成27年10月23日～11月6日の間、パブリックコメント実施

※気候変動枠組条約第21回締約国会議 11/30〜 12/13（パリ） 13





気候変動の影響への適応計画について（構成）

＜基本的考え方（第１部）＞
■目指すべき社会の姿

○気候変動の影響への適応策の推進により、当該影響による国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等
への被害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会の構築

■対象期間

○21世紀末までの長期的な展望を意識しつつ、
今後おおむね10年間における基本的方向を示す

■基本的な進め方

○観測・監視や予測を行い、気候変動影響評価を実施し、その結
果を踏まえ適応策の検討・実施を行い、進捗状況を把握し、必要
に応じ見直す。このサイクルを繰り返し行う。

○おおむね５年程度を目途に気候変動影響評価を実施し、
必要に応じて計画の見直しを行う。

■基本戦略
（１）政府施策への適応の組み込み
（２）科学的知見の充実
（３）気候リスク情報等の共有と提供を

通じた理解と協力の促進
（４）地域での適応の推進

（５）国際協力・貢献の推進

＜分野別施策（第２部）＞
■農業、森林・林業、水産業

■水環境・水資源
■自然生態系
■自然災害・沿岸域

○ＩＰＣＣ第５次評価報告書によれば、温室効果ガスの削減を進めても世界の平均気温が上昇すると予測
○気候変動の影響に対処するためには、「適応」を進めることが必要
○平成27年３月に中央環境審議会は気候変動影響評価報告書を取りまとめ（意見具申）
○我が国の気候変動 【現状】 年平均気温は100年あたり1.14℃上昇、日降水量100mm以上の日数が増加傾向

【将来予測】 厳しい温暖化対策をとった場合 ：平均1.1℃（0.5～1.7℃）上昇
温室効果ガスの排出量が非常に多い場合 ：平均4.4℃（3.4～5.4℃）上昇

※20世紀末と21世紀末を比較

■観測・監視、調査・研究
■気候リスク情報等の共有と提供
■地域での適応の推進
■国際的施策

＜基盤的・国際的施策（第３部）＞
■健康
■産業・経済活動
■国民生活・都市生活
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第２部第１章 農業、森林・林業、水産業の概要

水稲の「ふつうの米」(左)と「白くにごった米」(右)
（写真：農業環境技術研究所 Webサイトより）

りんごの「着色不良」
(写真提供：農林水産省)

(写真提供：農林水産省)



第２部 第３章 自然生態系

⽩化する前
既に⽣じている影響

⽩化した後

沿岸⽣態系：サンゴの⽩化現象の頻度増加

陸域⽣態系：⾼⼭植物の開花期の早期化と開花期間
の短縮・花粉を媒介する昆⾍の活動期間とのズレ



JR可部線

国道54号

緑井地区

八木地区

第２部 第４章 自然災害・沿岸域

土石流発生直後(H26.8.20)

平成26年8月20日 広島市安佐南区の被災状況

土石流発生前(H26.7.22)

（写真提供：国土交通省）



第２部 第５章 健康

年齢階級別・日最高気温別に見た熱中症患者発生率
出典：環境儀No.32 熱中症の原因を探る（国立環境研究所）

ヒトスジシマカ
（写真提供：国立感染症研究所

昆虫医科学部）

【暑熱】

【感染症】
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モデル事業：
地方公共団体における気候変動影響評価・適応計画策定等支援事業

○平成27・28年度支援対象団体（11団体）

 平成27年度より環境省において、気候変動に係る影響評価や、適応計画の策定等に関する
支援を実施

 具体的な支援内容は、選定された各地方公共団体の希望を踏まえて環境省と協議の上、地
方公共団体ごとに設定

※支援内容の例
 文献調査、他の地方公共団体の事例調査などの情報収集
 影響評価を実施する際の技術的助言
 有識者の紹介

○事業概要

地域 自治体名称

東北 福島県、仙台市

関東 埼玉県、神奈川県、川崎市

地域 自治体名称

四国 愛媛県

九州 長崎県、熊本県

地方公共団体における適応計画の策定手順や課題等を整理することにより、他の
地方公共団体での取組に活用。

地域 自治体名称

中部 三重県

近畿 滋賀県、兵庫県
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気候変動適応情報プラットフォーム
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気候変動適応情報プラットフォームのねらい
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 関係府省庁と連携し、気候リスク関連情報等の収集と体系的な
整理・提供

 適応⾏動⽀援ツールの開発（都道府県レベルでの気候リスク情報、
地⽅公共団体⽀援ガイドライン）等による地⽅公共団体や事業
者等の⽀援

 ポータルサイトやシンポジウム等を通じた普及啓発と、
気候変動の影響や適応に関する知識を有する⼈材の育成

＜ 情報収集・整理・提供 ＞

＜ ⾏動⽀援 ＞

＜ 普及啓発・⼈材育成 ＞



ご清聴ありがとうございました
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